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第17号 生活再建支援

2･3面 ● 知っておこう！
被災時「生活再建」の第一歩
お金／住宅の支援制度基礎知識

● 読者プレゼント

4面 ● 人と復興／企業の取り組み

文＝高木伸哉（編集部）

イラスト＝飯川雄大

支援
する

いまや災害の復旧・復興に欠くことができないボランテ

ィア活動。ボランティア活動は自由な意思での自己負

担が原則だが、その取り組みを後押しする組織がある。

「ひょうごボランタリープラザ」もそのひとつだ。

　「ひょうごボランタリープラザ」は阪神・淡路大震災の

後に、ボランティア個人や組織の活動を支援するため

に兵庫県によって設立された。災害時だけでなく、平時

のボランタリーな活動も支援する。特長的なのは98億

円という大きな基金。県の補助金と一般県民の寄付金

を原資にしたものだが、この基金の運用益が様々な活

動費用に使われている。今回の熊本地震でも、ボラン

ティア活動を希望する県民のために神戸から熊本へ

の直行バスを運行している。4月15日、前震発災直後及

び、本震発生後の18日の2回にわたり先遣隊を派遣し、

状況確認と情報収集が行われた。ボランティアが安全

で現地のニーズに即した支援をするためには、十分な

準備が必要なのだ。支援エリアを益城町に定め、第一

回目のバスは4月21日に神戸を出発。この時は防災・

復興支援関連NPOのキーパーソンなど20人に絞り、避

難所で支援ニーズと避難状況の調査が行われた。第

ボランティア支援を続けてもらうために
行きたい気持ちを後押しするバス、被災地に走る！

ひょうご・神戸から熊本地震の被災地を支援している
「ひょうごボランタリープラザ」の鬼本さんに、
災害ボランティア活動のこと、今の熊本のことを聞きました。

二回目のバスは4月25日、2台で神戸を出発。一般公募

のボランティア40人余りが熊本に向かった。26、27日

の2日間にわたり、個人宅の家具片付け、支援物資の

仕分け、炊き出しのサポートなどが行われた。そして5

月の大型連休。熊本県内、近県、遠方からのボランティ

アが大勢集まったことは、ニュースでお聞き覚えの方も

いるだろう。ボランタリープラザは、あえてその期間を

避け、人手が手薄になる5月12日、第三回目のバスを

運行。このときは倒壊したブロック塀や屋根瓦の片付

けなども行われた。

　どの回もボランティアの公募を行うと、十数分で定員

に達するという。「兵庫県では災害被災地の支援に駆

けつけることが、ある種の文化になっているように思い

ます。今度は私たちが阪神・淡路大震災の時の恩返し

をしたいという気持ちの表れです」（鬼本）。大震災の

経験から復興支援の歴史も長く、支援のスペシャリスト

も多く育ってきた。東日本大震災ではボランタリープラ

ザが運行、または助成したバスだけでも、延べ1万人以

上のボランティアが被災地に駆けつけ、活動は現在も

続いているという。

　「これは兵庫県の例ですが、全国各地で状況に合わ

せた様々な形の支援体制が組まれると良いのだと思

います。震災からひと月半。熊本では、今なお8千人近

い方が避難所での生活を送っていらっしゃいます。ボラ

ンティアはまだまだ必要です。ぜひ現地へかけつけて

あげてください。その際は、助け合いのコミュニティに

入って一緒に困難を打開するという姿勢を忘れずに。

下調べ、身のまわりの準備と作法が大切です。復興支

援は長丁場。これからもひょうご・神戸から被災地にか

けつけたい、支援したいという気持ちを実際の活動に

つないでいきたいと思います」（鬼本）。

ひょうごボランタリープラザ

http://www.hyogo-vplaza.jp/

インタビュー：鬼本英太郎／ひょうごボランタリープラザ所長代理



無事避難した後で、さらに乗り越えなければなら

ないのが生活再建という課題。家、お金、仕事と

いう生活の基盤をどう立て直したらいいのか、先

が見えずに不安がつのるものです。しかしこの試

練を乗り越え、第一歩を踏み出すための公的支援

があります。まずそのことを知り、自身の生活を再

建する道筋を想い描いてみましょう。

　ここでは、大震災に見舞われた地域が「災害救

助法」と「被災者生活再建支援法」の適用を受け

たときに得られるものを中心に支援の概要を紹介

します。

以下ご記載のうえ、右ページ下に記載の編集部宛（ハガキ／Fax／E-mail）にてご応募ください。
①希望プレゼント（A～Bのいずれか） ②郵便番号・住所・名前・電話・性別・年齢　③よかった記事　④ご感想・ご意見　⑤本紙をどこで手に取りましたか？読者プレゼント

5年保存ひとくちチョコレートラスク  10名
提供：積水ハウス株式会社
宮城県登米市の米粉を使用した非常時にも美味しい防災ラスク。

LED懐中電灯  5名
提供：プラス株式会社 ジョインテックスカンパニー
単三乾電池1本で点灯、軽量・小型・防雨型で携帯にも便利。

※2016年9月20日締切。当選発表は発送をもって代えさせていただきます。　
※個人情報は当選者への発送に使用する以外は、第三者への提供等一切行いません。

インターネットからも応募可能。
右のQRコードからアクセスを！

　
家屋の被害程度を証明するもの。市（区）町村へ申請

し、調査を経て発行されますので、発行までに数週

間から１ヶ月以上かかることが通常です。罹災証明書

は、被災者生活再建支援金の申請、税金の減免、公共

料金の減免、各種融資の申請、共済金の支払請求、

義援金の受け取り等に必要となる場合があります。

生活再建の最初の一歩となる重要な証明書です。家

屋の被害程度は「全壊」「大規模半壊」「半壊」「一部

損壊（半壊未満）」などに区分されます。この被害程

度によって、後に受けられる公的支援が異なる場合

があります。不服があれば再調査の申請ができま

す。全体像、屋根、柱、壁などの構造部分について写

真を撮っておきましょう。

【関連】応急危険度判定とは
余震等による「二次災害の防止」のため、建物倒壊
の危険性、外壁・窓ガラスの落下の危険性、周囲の
建物の影響による危険性などを、行政が民間判定士
のボランティアによる協力のもとに緊急にチェックす
るものです。「赤（危険）」「黄（要注意）」「緑（調査
済）」のステッカーが家屋に直接貼付されます。「罹
災証明書」発行のための被害調査ではありません。

すべては
ここから
始まる

申請

被害の
程度

全壊 大規模
半壊

半壊

損害割合 50%以上 40％以上50％未満
20％以上
40％未満

交付（市町村）調査（市町村）

基礎支援金

加算支援金

＋

住宅が全壊、または被害を受け解体した世帯

　　　　　　　　　　　　　　　　100万円

住宅が大規模半壊した世帯　　50万円

建設・購入する場合　　200万円

補修する場合　　100万円

賃貸する場合（公営住宅以外）　　50万円

日本中の
人が知って
おこう！

  震災後の生活再建

お金と家の
支援制度
　基礎知識

避難所で多くの人が思うことです。でも、

生活再建の第一歩を踏み出す支援があります。生活再建の第一歩を踏み出す支援があります。

大震災後に
救助法・支援法が適用
されると実施される
支援です。現在九州地
方では 熊本県が適用
されています。

アドバイザー： 岡本正（弁護士・防災士）／佐々木晶二（民間都市開発推進機構）

再建の道筋を
イメージして
みましょう

http://shinsairegain.jp/seikatsu_saiken/

生活再建の支援情報
詳しくは震災リゲインのHPに
掲載しています！

お金
の
支援

生活基盤（住宅）に著しい被害を受けた場合に「世帯」

に支給される被災者生活再建支援金。基礎支援金と

加算支援金を合わせて最大300万円です（世帯が一人

暮らしの場合には減額）。基礎支援金は使い道が自

由ですので、災害直後の困難な時期には頼りになる

給付金です。差押禁止財産でもありますので、自然

災害債務整理ガイドラインを利用しても再建資金と

して全額残せます。罹災証明書の「全壊」「大規模半

壊」世帯に加えて、「住宅が半壊、又は住宅の敷地に

被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体」した世帯

にも支払われます。全壊等の場合には、罹災証明書

の発行を受けるタイミングで自治体の窓口に申請で

きるようになることが通常です。

災害により死亡した方のご遺族に対しては「災害弔

慰金」が、災害により精神または身体に著しい障害

震　災

避　難

避難所

仮設住宅

公営復興住宅

帰　宅

応急修繕

自立再建

自宅に住めない
インフラが復旧しない

自宅に住めない

他地域へ
一時移転

自宅に住める
（応急判定「危険なし」）
インフラが復旧した

他地域へ
一時移転

修繕できる

他地域へ
一時移転

自宅を
新築する

『どう暮らしていけるのか？ 見当がつかない。』

支援金の支給 弔慰金・見舞金の支給

罹災証明書



震災リゲインプレスとは ご意見、情報をお寄せください。
特定非営利活動法人 震災リゲイン『震災リゲインプレス』編集部宛　E-mail: info@shinsairegain.jp
〒106-0044  東京都港区東麻布2-28-6　  Tel: 03-3584-3430　  Fax: 03-3560-2047震災にまつわる情報を、復興、支援、防災・減災、日常の備えなど様々な切

り口でお届けするフリーペーパー。「あなたにもできる」小さなアクション

もご紹介します。年４回、地震や災害について考え話し合う時間を持っても

らうことが狙いです。ウェブサイト（http://shinsairegain.jp）もあります。

NPO法人 理事（五十音順）：相澤久美、大場健一、鬼本英太郎、日下部泰祐、佐々木豊志、関口威人、
高木伸哉、田北雅裕、福井一朗、若松海｜監事：渡部宏幸｜編集：内田伸一、山道雄太、加藤久人
｜デザイン：八木直子｜事務局：小林奈央　＊ほか全国各地・各界の方々と協力し取り組んでいます。

弁護士・防災士。災害時の生活再建に着目した防
災・減災研修を多く手掛ける。著書に『災害復興法
学』

「災害時、弁護士会は面談や電話により情報提供・
法律相談支援を行っています。住まい、お金、支払、
行政に関する情報をまとめた『弁護士会ニュース』
も発行し、弁護士会のホームページに掲載します。
ぜひこれらをご活用ください」

一般財団法人 民間都市開発推進機構 上席参事
兼都市研究センター副所長。前職は内閣府官房
審議官（防災担当）兼災害対策企画法制室長。

「住宅の応急修繕や応急仮設住宅の入居などは、
地元市町村のほか、地元の建築士事務所や工務
店、宅地建物取引業者にお尋ねいただくといいと
思います」

災害後には、所得税、固定資産税、健康保険料、上下水

道代、電気代、ガス代、固定電話代、NHK料金、携帯電話

代、保険料、共済掛金など、税金や公共料金、その他月々

岡本 正

佐々木晶二

証券紛失などで契約会社がわからない場合でも、損害

保険協会・生命保険協会に照会することができます。ま

た、損害保険の被害調査を簡略化し、保険金の支払いを

迅速化する特例を講じる場合もあります。さらに、月々の

保険料や共済料の支払減免や猶予措置が取られる場合

があります。まずは契約会社へ問合せることをお勧めしま

す。保険協会や各社ホームページにおいても、随時対応

を公表していることが通例です。

災害によって「個人」の住宅・事業・自動車・その他のロー

ンが支払えなくなった方は、一定の条件を満たすことで、

「自然災害債務整理ガイドライン」（被災ローン減免制

度）が利用できる場合があります。手元に一定の資金（現

金・預金、義援金、支援金、弔慰金などの差押禁止財産、

生活必需の自動車など）を残したまま、それ以外の保有

財産では支払えない部分のローンを減免できる制度で

す。破産のように信用情報（いわゆるブラックリスト）に登

録されることはなく、連帯保証人にも原則請求されませ

ん。個人の再生にとって大きな後押しになる制度です。災

害時にはまず、金融機関に問合せて「支払猶予」を申し

出、その後に弁護士の無料相談窓口などを通じて利用を

検討することをお勧めします。

の支払減免措置・期限猶予などを受けられる場合があり

ます。税務署、自治体、契約している会社に問合せたり、

ホームページを確認されることをお勧めします。「罹災証

明書」の発行を待つ必要がない場合があります。

熊本の
みなさん！

住宅
の
支援

自宅が壊れた方は新しい住宅を確保できるまで、避難所

生活が続きます。この生活は長期化することもあり、プラ

イバシー保護、入浴、洗濯の機会の確保、暑さ対策など

が重要になります。このため、災害救助法の国庫補助対

象として、簡易ベッド、畳、マットや間仕切り、さらに仮設ト

イレ、仮設洗濯場、簡易シャワー、仮設風呂、仮設炊事場

などが事務処理要領に例示されています。この要領の例

示を根拠に必要な設備補充などを市町村の窓口や避難

所運営責任者に要望してみましょう。

住宅が全壊又は大規模半壊された方は、県や市が建設

する応急仮設住宅（軽量鉄骨のプレハブか木造）と、県市

が借り上げた、まちなかに既存する民間賃貸住宅（みな

し応急仮設住宅）に入居することができます。熊本地震で

は、半壊の場合なども応急仮設住宅に入居可能な場合

がありますので、県市の担当者にお尋ねください。

　仮設住宅の賃料は無料、みなし仮設も１ヶ月当たり家

賃が原則６万円以下であれば行政が負担します（光熱

費は被災者負担）。みなし仮設は県市が借り上げるのが

原則ですが、最初に被災者の方が見つけた賃貸住宅も

遡って対象にすることができます。

　双方とも入居期間は最長2年間ですが、過去の災害で

住宅を失った被災者で、自力での住宅再建が困難な場

合には、県または市町村が整備する公営住宅に入居する

ことができます。熊本地震に対応した公営住宅の建設ま

たは民間住宅の借り上げの際の整備に対しては、国が通

常の1/2ではなく3/4まで補助します。また、病気にかかっ

ているなど特別な事情のある方の家賃を、県または市町

村が通常の公営住宅の家賃よりもさらに減免する際に

は、そのために必要となる財源のうち2/3（当初5年間は

3/4）を国が補助します。

　応急仮設住宅と異なり、恒久的な住宅ですので、被災

者に提供されるのには時間がかかりますが、必ず事前に

広く入居の公募がありますのでお待ちください。

住宅が半壊、大規模半壊した場合（全壊でも応急修繕し

て住める場合を含む）で、仮設住宅を利用しない場合に

は、被災したご自宅の屋根、居室、台所、トイレなど日常

生活に必要な最小限度の部分は、市町村が業者に委託

して修繕を行います。

　その修理限度額は、１世帯当たり57万5千円。全壊、

大規模半壊では所得制限はありませんが、半壊の場合

には原則年収500万円以下となります。実施期間は、災

害発生時から１ヶ月で完了に努めることとなっています

が、実施期間の延長も認められますので、市町村とご相

談ください。なお、上記の応急修理を越えた部分の本格

的な修繕については、住宅金融支援機構の「災害復興

住宅を再建する場合には、住宅金融支援機構の「災害復

興住宅融資（建築、購入資金）」において、金利の一部を

国が補助しています。最長35年固定で、2016年5月20日

現在の金利は年0.47％です。

義援金は、自治体を通じて、罹災証明書の被害認定の程

度や、家族が亡くなるなどした場合に応じて配分されるこ

とが通常です。事業所が被災した方についても配分され

る場合があります。差押禁止財産です。

は延長された事例も多くあります。なお、みなし応急仮設

住宅は大家さんの意向もありますので、延長が円滑にい

くか若干不安定なところもあります。

災害により死亡した方のご遺族に対しては「災害弔

慰金」が、災害により精神または身体に著しい障害

を受けた方には「災害障害見舞金」が支給される場合

があります。災害で直接無くなった方だけでなく、

災害が影響して亡くなったと認定された「災害関連

死」の遺族にも支払われます。災害弔慰金は最大500

万円で、遺族に一定の収入があれば250万円となりま

す。災害障害見舞金は最大250万円、遺族に一定の収

入があれば125万円となります。差押禁止財産です。

住宅融資（補修資金）」が、金利の一部を国で補助してい

るため有利です。

熊本県弁護士会
　　  0120-587-858
　　 （平日10:00-16:00）
（6月中は土曜日曜も10:00-16:00）

損害保険のご相談は

そんぽADRセンター
ナビダイヤル    0570-022808
IP電話の場合  092-235-1761
　　                 （平日9:00～17:00）
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熊本地震の
生活再建を、
気軽に相談できる
窓口があります！
まずはお電話を！
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義援金



企業の
取り組み

避難所から育っていった支援の形
気仙沼市　ムラカミサポート（ボランティアコーディネーター）村上充さんに聞く

震災リゲインプレスは以下の協賛により発行しています。

株式会社モンベル　http://www.montbell.jp/

あなたの力を貸してください
震災リゲインNPO会員募集！

NPOの
会員に
なる

株式会社FREEing
www.freeing.co.jp

人と復興
̶コラム̶

「わたしは保健師ではありません、一般人です」

はじめ、編集部が勘違いしてしまったのには理由がない

わけではない。宮城県気仙沼市の、ご本人の言葉を借り

れば「一般人」の村上充さんは、市内の仮設住宅／災害

公営住宅で、ボランティアの受け入れや健康相談のコー

ディネートなどに日々奔走されている。だがそこに至った

のはお仕事としてではなく、「自然にそうなっただけなん

ですよ」。

　気仙沼は、3人に1人が65歳以上で県内では2番目に

高齢化率の高い地域。震災直後の避難所生活でも、村

上さんの周りの多くがお年寄りの女性たちだった。村上

さんはいつの間にか班長になり、周りの人たちのケアに

動くようになっていった。

　仮設住宅に移るとき、毎日避難所で「今日はどう？」と

声をかけていた人たちに、「仮設に行ってもお元気で」だ

けで別れるわけにはいかなかった。市内複数の仮設住

宅を訪れ、避難所でやっていたように体の調子や健康の

話に耳を傾ける、そんな村上さんの訪問が、「避難所仲

間」だけでなく仮設住宅じゅうに広がっていくのに、時間

はかからなかった。

「仮設住宅で健康に不安を抱える人などがいる場合、自

分たちでケアし合えるように、できるだけ自立していく必

要があります」

　震災から5年。65歳の人は70歳に、誰もが年齢を重ね

ていく。仮設住宅から病院まで足を運ぶのが大変な人も

増えてくる中、週に1度医師が訪問して、検診や診察を行

う機会を村上さんはコーディネートしている。集まってく

る住人たちからは、「ちょっと相談したいことが普段なか

なか話せなくてね、だから本当にありがたいよ」という声

が聞こえてくる。

「この、“ちょっと相談”のできる機会がとにかく大事なん

だなと痛感します。それをどうやって増やしていくか、今

は一番難しい時期かもしれません」

　難しいと言えば、災害公営住宅も、仮設住宅とはまた

違う問題として、周りが見えにくい、声が聞こえにくい、と

いう閉塞感を訴えるケースがある。「だからフォローしな

くちゃならないんですよ」

　震災直後の避難所で、次に仮設住宅で、困っている人

たちを自然にケアしてきた同じことを、ここでも自然に続

けている村上さんに、最後に、熊本の地震についてお聞

きした。

「不安に寄り添い支え合ってほしいと思います。大事なの

は物よりも健康と心。これからきっと、東北と同じ歩みをし

ていくことになるでしょうから」
（聞き手＝中川哲雄）

NPO法人震災リゲインは、活動に賛同してくださる会員を募集しています。会費は
各地への『震災リゲインプレス』送料等に充当させていただき、会員の皆様にも同
紙をお届けします。周囲の人に手渡し読んでもらうことで、みんなで災害への備え
を促進し、復興過程の被災地を支える活動に繋げましょう。各種ご質問は下記へ。
電話：03-3584-3430　Eメール：info@shinsairegain.jp

アウトドア企業が力を合わせて避難生活・防災を支援

上：「浮くっしょん」講習会。
左：腰と股のベルトで固定、
首から抜けることがない設計。
水中では常に体が上を向くよ
うデザインされ、枕もついてい
るので、万が一気絶しても命
を救えるライフジャケットだ。
緊急用ホイッスル付き。別売
クッションカバーもあり。

村上さんたちの活動は以下でも一部紹介されています。
http://kaban.net/shie/2409/

会費は賛助会員／正会員 一口250円／月から、団体会員 一口2,500円／月から（正会員、団体会員
は議決権を有す）。詳細・お申し込みは上記サイトから「会員登録・寄付」をクリック。

【ご寄付のお願い】活動継続のためのご寄付も随時受け付けています。
ご寄付受付口座：ゆうちょ銀行　記号番号00160-6-387514　口座名：トクヒ）シンサイリゲイン
※他行からの振込の場合：店名　〇一九（ゼロイチキュウ）店名019 当座0387514

浮くっしょん Kid's （85-125cm）¥3,619 +税
浮くっしょん Kid's （125-155cm）¥4,000 +税
浮くっしょん（大人用）¥4,762 +税

アウトドア義援隊は、アウトドアメーカーのモンベル

が呼びかけて生まれた災害支援のネットワークだ。

始まりは、阪神・淡路大震災だった。次第に明らかに

なる神戸の惨状に居ても立ってもいられなくなった創

業者の辰野勇さんは、友人知人を助けるために、支

援物資を積み込んで被災地に向かった。そこで目の

当たりにしたのは、夥しい数のご遺体だった。自社の

寝袋を遺体袋として提供することを思い立ち、在庫

の寝袋約3000袋を寄贈しようとしていた。

　だが、夜になり、街を見わたすとあちこちで焚き火

で暖を取る被災者の姿が目に入る。「亡くなられた方

々には申し訳ないが、いまここに生きている被災者

に自社のテントや寝袋を使ってもらい、この寒さの中

で生き延びる助けにしてもらおう」と考えた。辰野さ

んは義援隊活動に2週間専念することを決め、全社

を挙げて被災者支援にあたることにした。しかし1社

でできることはたかが知れている。そこで、当時関係

していたアウトドア関連の問屋やショップ、メーカー、

団体などに「人、モノ、金」の支援を呼びかけたのだ。

それがアウトドア義援隊の始まりだ。

　その活動は新潟中越沖地震や、東日本大震災、そ

して今回の熊本地震でも続いている。熊本県南阿蘇

村のモンベル直営店では250張りのテントを用意、

店舗前の駐車場などに設営する他、避難者に無料貸

し出しを行う。スタッフによるがれき撤去なども率先

して行っている。

　さらに、モンベルの顧客組織「モンベルクラブ」65

万人に義援金の寄付や、買い物ごとに付与されるポ

イントによる寄付も呼びかけている。顧客が気軽に

被災地支援に参加できる仕組み作りだ。

「お客さまからお預かりした義援金の使い道をどうす

るか？　大きなミッションだと思っています。電気、ガ

ス、水道のない場所での活動がメインになるアウトド

アと被災地でのサバイバルは、多くの点で共通する

ものがあります。アウトドアをリードする会社として、

被災地に向けてできることはすべてやっていきたい。

今後、熊本ではアウトドアファンに南阿蘇の魅力を伝

える活動に力を入れながら、風評被害を払拭し、観

光誘致や生活再建へのお手伝いをしていきたい」と

辰野さんは語る。

　モンベルは「エマージェンシーセット」など、製品で

も震災への備えを提案する。東日本大震災の反省か

ら生まれたのは「浮くっしょん」だ。普段は椅子の上

に敷くクッションとして機能し、津波や水害の際には

救命胴着として命を守る。常に側にある道具だから

こそ、いざという時に役に立つ。辰野さんは、南海、東

南海の被害が想定されている地域の小中学校への

配備を呼びかけている。万が一の際に1人でも多く

の命を救いたい！という思いを形にした商品といえる。

ご入会は「震災リゲイン」で検索⇒http://shinsairegain.jp


